
適格年金を含む企業

年金については第 1 回目の時に

「最近の企業年金事情」として説

明しましたね。今回はさらに制度

内容に踏み込んで理解しましょ

う。

貴社は適格年金を実施していま

すが，企業年金は他にもありまし

たね。第 1 回目の復習になります

が，従来の適格年金は2012年をも

って廃止となり，新しく導入され

た確定拠出年金と確定給付企業年

金，それに従来からある厚生年金

基金の 3 つが企業年金の新しいラ

インナップでした（11月号p100参

照）。ところで，適格年金はすで

に将来の廃止が決まっており，い

まさら適格年金の内容を細かく調

べる必要はないのではないか，と

思われるかもしれませんが，それ

は違います。なぜなら，適格年金

の移行先を考えるにあたって，今

の適格年金の実施状況を無視して

先のことを考えることはできない

からです。すなわち，適格年金の

移行は，現在の制度内容や資金状

況に大きく左右されるため，適格

年金の財政把握は，移行先検討を

する際の必須条件といえます。

では，実際に適格年金の内容を

分析してみましょう。そもそも適

格年金とは，正式には「税制適格

退職年金」といい，国税庁のガイ

ドラインでは以下のように説明さ

れています。

適格退職年金契約とは，使用人

に対する退職年金の支給を目的

とした信託，生命保険又は生命

共済の契約で，その契約に係る

掛金等及び給付の額が適正な年

金数理に基づいて算定されてい

ることなどの一定の要件を備え

ているものとして国税庁長官の

承認を受けた契約をいいます。

（国税庁ホームページより抜粋）

そして，下線部の一定の要件は，

法人税法施行令附則第16条に定め

られ，この要件を満たせば損金経

理という税制上の優遇措置が与え

られる仕組みとなっています【図

表 1 】。
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Answer 1 

前回の分析によって，当社の制度内容が少し分かって

きました。ところで，当社では退職金の支払い準備として適格年金

を実施しています。まず適格年金とはどういうものか，その基本を

教えてください。

企業年金とは？

Question 1 
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適格年金は会社が従

業員のために拠出し，いわば退職

金・年金の積立を行うものです。

一方，社員が定年や自己都合など

で退職する場合には，適格年金か

ら支給されることとなり，その資

金の出入りは契約している受託機

関が管理しています。すなわち適

格年金は，会社が実施する退職

金・年金制度の運営を外部に委託

している形態ともいえますね。そ

こで適格年金を運営する上では

「財政」という考え方が出てきま

す。つまり「年金財政が良い」

「積立不足が膨らみ財政が悪化し

ている」という言い方がそれです。

認識しておかなければならない

のは，適格年金は「確定給付タイ

プ」の年金制度であるということ

です。規程によって算定される給

付を守り，そのために積立（掛金

拠出）をするというのが前提にな

っています。したがって給付に見

合う必要な積立をしつつ，途中で

財政状態に異変が生じたら，掛金

変更などの修正をしながら運営し

ていかなければなりません。適格

年金では一定期間（通常 5 年）ご

とに財政再計算を行い，予定利率

や掛金の見直しを行うこととなっ

ています。なお，予定を組む際の

前提となる基礎率としては予定利

率・予定死亡率・予定脱退率・予

定昇給率があります。

では具体的な財政を見てみまし

ょう。適格年金の財政状態を知る

には，受託機関が作成する適格年

金の決算書を見る必要がありま

す。これは毎年作成されますので，

直近の決算書を探してそれを分析

してみましょう【図表 2】。

分析の観点としては，次のこと

を押さえておきましょう。やや専

門用語が多いので，注意深く分析

してみてください。

〈適格年金決算書分析の観点〉

①予定利率はどのように組まれ

ているか？

適格年金は企業が拠出した掛

金を市場で運用することによっ

て必要資金を満たしていきま

す。「予定利率」はその時の想

定利回りのことで，法人税法施

行規則に規定された「基準金利」

を下回ってはならないこととな

っています。

②一般勘定か特別勘定か？

「一般勘定」「特別勘定」と

は，主に生命保険会社の資金運

用に関する専門用語です。簡単

に言うと，「一般勘定」とは一

定の利回りは保証されている契
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当社の適格年金は生命保険会社と契約しているようで

す。前任者によれば，半年前に生命保険の担当者が来て，当社の適

格年金の積立不足についての説明をしていたそうです。私もそのと

きの資料を見たのですが，難しい専門用語や数字が並んでいてよく

分かりません。「解読」の必要性はあるのでしょうか。

適格年金の財政状態を知るには？

Question 2 

【図表 1 一般的な適格年金の例】
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【図表 2 】の決算書で計算す

ると，0.84％となり，仮にこの

適格年金契約の予定利率が

5.5％だとすると，そのギャッ

プがそのまま積立不足となるこ

とが分かります（11月号p103参

照）。また企業年金によっては，

運用益どころか運用マイナスと

なっているところもあるくらい

で，ここ数年は非常に財政が悪

化しています。

⑥適格年金の資産は，現時点で

会社都合・自己都合で全員退職

した場合の試算額に対してどれ

くらいか？

前回の分析で，会社都合・自

己都合の要支給額を計算しまし

た。それに対して適格年金資産

がどれくらいあるかは，今後適

格年金の移行を考える際のポイ

ントとなります。

約，「特別勘定」とは利回りの

保証がない代わりに運用次第で

は高いパフォーマンス（収益）

が得られるという違いがありま

す。現在の積立不足の拡大は

「特別勘定」の運用悪化による

ものともいえるでしょう。

③過去勤務債務（積立不足）の

占める割合はどれくらいか？

過去勤務債務等の現在額÷

（責任準備金＋支払備金）

で求めます。【図表 2 】の例に

よれば，26.7％に達しています。

昨今の状況では平均して30～

40％の積立不足がみられます。

④一人当たり月額掛金はどれくら

いか？　またそのうち，過去勤務債

務に関わる負担はどれくらいか？

損益計算書にある「掛金収入」

が会社が拠出した掛金の 1 年分

です。そこで，その金額を社員

数で割りかつ12ヵ月で割ると，

一人当たりの平均月額掛金が計

算できます。なおその中には，

通常の掛金以外にも過去勤務債

務（積立不足）を償却（穴埋め）

するための掛金も含まれている

場合が多いので，年金契約書に

よりそのウェイトを確認してお

いてください。

⑤正味の運用利回りは何パーセ

ントか？　予定利率との乖離は

どれくらいか？

72 人事マネジメント ２００４.１

退職金博士・
森田朋宏の

いやでもわかる！
退職金の問題と改革

集中
講座

【図表 2 決算書の読み方】
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「もっと勉強しないと

いけない」というのは良い心掛け

だと思います。実際には，企業年

金の担当者でも，その専門的内容

についていけずあまり中身を把握

していない人も多いのです。また

受託機関（生命保険会社・信託銀

行）の方でも，あまり懇切丁寧に

は説明していないようですね。な

ぜだか分かりますか？　受託機関

は単に運営を請け負っているだけ

でなく，実際に資金運用をしてい

るのですが，今のような低い運用

実績では契約企業に実質的な損失

を与えているとの見方もできま
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はい，まさしくその

通りです。初めて算出されたと思

いますが，よくできましたね。す

でに理解済みのようですが，適格

年金の必要積立額を満たすために

は，運用による利息収益を確保す

るか，掛金を上げて元本を積み増

すかしかありません。それには，

予定利率を引き下げる，過去勤務

債務の償却率を上げるなどの方法

がとられます。

実はこれは適格年金に限らず，

確定給付タイプといわれる他の制

度（確定給付企業年金，厚生年金

基金）も本質的にはすべて同じこ

とです【図表 3 】。当然ながら掛

金を上げるとそのまま会社の決算

書に影響が出ます。現在のような

不況といわれる状況が続く中で，

企業年金の掛金を上げるのは経営

上難しいですよね。そこで，積立

不足の生じない確定拠出タイプが

脚光を浴びているのです。

自社の退職金制度を分析するπ 企業年金および債務の把握第３回目

先生のおっしゃる適格年金決算書の見方に沿って私も

計算してみましたが，やはり積立不足が34％になっていました。積

立不足が発生すれば，どこかで穴埋めしなければならないというこ

とでしょうか。そうすると掛金がアップしますね。

積立不足が発生すると……？

Question 3 

Answer 3

企業年金て本当に恐ろしいんですね。これほど大きな

問題があるのに，今まであまり内容を知らなかったのが恥ずかしいく

らいです。もっと勉強しないといけないことが分かりました。ところ

で，適格年金はもしこのような積立不足があった場合には，必ず穴埋

めしないといけないことになっているのでしょうか。掛金のコストを

抑えるために，もし放置しておいたらどうなるのでしょうか。

適格年金の財政が悪化すると……？

Question 4

【図表 3 企業年金（確定給付タイプ）が収益を圧迫するカラクリ】
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やや難しい質問です

ね。では，退職給付債務という考

え方を紹介しながら一緒に考えて

みましょう。

第 1 回目を思い出してくださ

い。会社の退職金制度と企業年金

制度とは会社によって一致してい

たり，内ワクだったりと，年金制

度の導入方法はさまざまであるこ

とを述べました。仮に，企業年金

を退職金制度の50パーセントの位

置づけで導入していたとすると，

す。ですから生保などの担当者も

あまり積極的には情報提供をして

こないようです。であればなおさ

ら，年金の仕組みや財政状態を理

解しておかなければなりませんね。

ところでご質問にあるように，

適格年金の積立不足の償却につい

ては，受託機関との契約内での個

別の決め事になりますので，穴埋

めの義務に関しての公的な規定は

ありません。逆にその部分が弱か

ったために適格年金そのものが制

度疲労を起こしたともいえます。

新しい確定給付企業年金では，適

格年金への反省から，このような

積立不足を放置させないために

「受給権の保護」として積立義務

が強化されることとなりました

【図表 4 】。

また「積立不足を放置しておく

とどうなるのか」についてですが，

確かに掛金を一定に抑えながら適

格年金を継続することは不可能で

はありませんが，それは本来積み

立てておくべきカネを出し惜しみ

して先送りしているだけのことと

なります。

【図表 2 】の年金財政の決算書

にある「責任準備金」というのが

現在確保しておくべき金額ですの

で，それを放置しておけばおくほ

ど，将来に負担がかかることとな

ります。財政の健全化という点で

は，はやり必要資金はきちんと積

み立てておくべきです。

なお，責任準備金は基礎率次第

で変わってきます。責任準備金の

計算は，

将来発生する給付額の現在価値

－今後見込まれる掛金の現在価値

から算出されることとなっていま

す。そこには，将来どれくらの退

職発生見込みがあるか，どれくら

いの昇給見込みがあるか，など基

礎率が設定されており，基礎率が

果たして適正かどうかは受託機関

に対して見直しをかけてもよいで

しょう。もしかしたら，現実とか

け離れた基礎率となっているた

め，見た目の積立不足が膨らんで

いらぬ心配をしているかもしれま

せんよ。

このようなカラクリを知った上

で，私どもには積立不足に対しど

う対処すべきかの相談が頻繁に持

ち込まれます。特に適格年金の移

行問題を意識した上で，今掛金を

上げるべきか維持すべきかは経営

判断を要するところです。

私どもでは，「見た目の積立不

足に惑わされずに，本質的な問題

解決をすべきである」ということ

を根本に据えながら対策を考えて

います。
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【図表 4 適格年金と確定給付企業年金】
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Answer 5

当社は今かなり業績が悪いし，また資金の余裕もない

ので，おそらく掛金を上げるのは難しいような気がします。トップ

もそのような判断をしているのではないでしょうか。いずれにせよ

年金の積立不足は早く解消したいものです。積立不足が解消されれ

ば，退職金に関する問題は解決すると考えていいのでしょうか。

退職金の問題解決とは？

Question 5
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制度としては一時金制度50％，年

金制度50％ということになります

【図表 5 】。今まで論じていたのは，

50％の年金制度に対する積立不足

についてでしたが，図のような制

度形態をとっているところでは，

年金以外に一時金に対してもなん

らかの措置をとらなければなりま

せん。そしてこれまで一時金制度

に対しては，「退職給与引当金」

という税制措置が取られてきまし

たが，これも原則 4 年（中小企業

では10年）かけて取り崩しを行わ

なければならず，一時金に対する

決算書上の対策を別途考えなけれ

ばならなくなりました。

ここで登場するのが「退職給付

債務」という考え方です。年金制

度の債務は明らかに負債でした

が，一時金にも潜在的な負債があ

り，退職給付債務ではこれを会計

上明らかにしていきます。いわば

｢隠れ負債｣（簿外債務）を表に出

す作業ともいえるでしょう。

いい線いっています

よ。しかしもう少し正確に把握し

てまいりましょう。まず「積立不

足」という表現は適切ではありま

せん。なぜなら一時金制度の部分

はご指摘のように特に積立をして

いるわけではないので，「資金の

積立」ではなく「会計上の処理」

を行うことになるからです。この

ような会計処理のことを「退職給

付会計」と呼び，退職給付債務は

そこから出てくる概念です。

会計処理の手順は，

という基本に立ち，毎期毎期継続

して処理していくこととなります。

退職給付債務の把握には，原則法

と簡便法があり，従業員300人以上

の企業については原則法の適用が

課せられています。簡便法は質問

にあった「期末要支給額」を債務

とみなして処理する方法などです。

一方の原則法は，将来の給付も見

込んだ上でそのうち当期いくら発

生しているかを見積もって会計処

理します。このあたりになるとか

なり会計の専門的な内容になりま

すので，ここでは基本的な考え方

を解説するにとどめます。

【図表 6 】は，ある同年齢の二

人が同じ時期にそれぞれ退職金制

度の異なるＡ社，Ｂ社に入社した

と想定したものです。現実的には

ありえないことですが，この二人

は同じ賃金で，退職金を計算する

と現時点では全く同じ要支給額と

なりました。簡便法（要支給額）

に従って債務を把握すると，会社

はそれぞれの社員に対して同額の

債務を負っていることになりま
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【図表 5 退職金制度の一例】

一時金制度 50％�

退職金制度�

　年金制度 50％�

Answer 6

年金の積立不足ばかり気にしていたのですが，一時金

に対する積立不足もあるということですか。でも一時金は特に積立

をしていませんし，積立不足という概念そのものがあまりピンとき

ません。そういえば前回の分析で，今仮に全員が退職した場合の

「要支給額」を計算しましたが，それが積立不足ということでしょ

うか。

一時金にも積立不足はあるのか？

Question 6

退職給付債務の大きさを把握する

当期に必要な費用を見積もり引き
当てる（退職給付費用）

Ö



す。しかし，今後二人が勤務を続

けると，やがて退職金に開きが出

てくるのは容易に想像できます

ね。したがって，原則法によれば，

会社が負っている債務はＡ社のほ

うが大きくなるのです。ここでお

そらく「今後の給付水準は違うけ

れども，現在負っている債務は同

じではないか」という疑問が生じ

るかもしれません。これに対して

原則法では，現在の勤続年数に照
．．．．．．．．．

らし合わせると将来の給付の一部
．．．．．．．．．．．．．．．

はすでに発生している
．．．．．．．．．．

，という考

え方をとります。具体的には今後

発生する給付予定額を現在価値に

換算する手法がとられ，そのこと

を専門家の間ではPBO（ピービー

オー）と呼んでいます【図表 7 】。

ただし，この計算例は 2 年後の

みを取り上げ計算していますが，

実際には 1 年後も同様の計算をし

なければなりません。

以上が退職給付債務の簡単な説

明ですが，結論から言うと，一時

金であれ年金であれ適正な会計処

理をすることによって退職給付債

務を認識しなければならず，企業

の財務体質という点ではその償却

（＝費用化）を進めることが健全

化につながるということを覚えて

おいてください。【図表 8 】は退

職給付会計が企業会計に与える影

響をイメージ化したものです。簿
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【図表 6 発生ベースの債務とは】

B社に比べA社の方が，�
現在背負っている債務は�
大きい（発生ベース）�

A社の退職金カーブ�

B社の退職金カーブ�

現在�

A社，B社にそれぞれ勤務する�
同年齢の二人の退職金カーブ�
（現在の要支給額は同額）�

現在�
要支給額� ・・�

【図表 7 PBOの計算例】

PBO＝ × ×割引係数�

例）入社 8 年の社員が 2 年後に退職すると想定した場合のPBO計算�
　　（ 2 年後の退職金見込み100万，割引率 3 ％として）�

　　PBO＝100万×（ 8 年／10年）×0.94260＊�
　　　　＝75.408万�

予想退職時の�
退職給付見込額�

「入社時～当期末までの勤続期間」�

「入社時～予想退職時までの期間」�

＊0.94260は割引率を 3 ％とした場合の 2 年間に相当する割引係数�



外債務を認識し，費用計上した上

で会社の決算書の債務に取り込ま

れていく様子が分かるかと思いま

す。

退職給付会計は，一連の会計ビ

ッグバンの流れの中で2000年に導

入されました。公開企業において

は退職給付会計による決算開示を

することが義務付けられていま

す。一方の非公開企業は義務づけ

はありませんが，自社の正しい財

務状況を知ろうと思えば，やはり

退職給付債務を把握する必要があ

るでしょう。特に従業員300人を

超える企業には原則法の適用が不

可決です。しかし先ほどのPBO計

算はかなり複雑で，専用のソフト

にてコンピューター計算しなけれ

ばなりません。もし公認会計士や

生命保険会社等に依頼すると，か

なりの費用（数十万円）が予想さ

れます。

今回は適格年金の現状分析から

退職給付債務にまで発展して，や

や難しいテーマに踏み込んできま

した。最後の退職給付債務の現状

分析のポイントは，年金の積立不

足だけでなく会社の負っている債

務全体をも視野に入れる必要があ

るとの内容であったことを再度確

認してください。

次回は，いよいよ適格年金の移

行について述べてまいります。
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【図表 8 「隠れ債務」の表面化】

【貸借対照表】�

（1）年金の費用0.5を拠出ベースで計上した場合�

資産�
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負債�
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3

【損益計算書】�
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未償却債務 3 のうち�
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【貸借対照表】�

（2）退職給付債務の認識により，費用計上した場合�

資産�
10

【損益計算書】�

【簿外債務】�

収益�
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